
第３章第９節 新興感染症発生・まん延時における医療体制

関連計画：「北海道感染症予防計画」
現状・課題

主な指標

○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困難となることが想定されることか
ら、当該医療機関以外の医療機関等においても、医療提供できる体制を確保することが必要。

○ 感染症対応を行う医療従事者等に新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練を実施するなど、平時から、新興感
染症に係る対応能力を高めることが必要。

○ 新興感染症の発生・まん延時における入院病床や発熱外来機関数の確保。
○ 研修等を年１回以上実施等している協定締結医療機関の割合（１００％）。

主な施策

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入
院、外来診療、自宅療養者等への医療等が
提供できるよう、関係者や関係機関と協議
の上、医療措置協定を締結するなど、平時
から計画的な準備に努める。

○ 病院等において感染症が発生し又はまん
延しないよう、最新の医学的知見や医療機
関における実際の対応事例を踏まえた施設
内感染に関する情報や研究の成果及び講習
会・研修に関して、積極的な情報提供や、
活用の促進に努める。

○ 新興感染症の発生を想定した研修・訓練
の実施や、研修会等への積極的な参加の促
進など、感染症対応を行う医療従事者や関
係職員等の資質の向上に努める。
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第３章第10節 へき地医療体制

現状・課題

主な施策

主な指標

本道における無医地区等の数は全国一多い実態にあるこ
とから、へき地医療拠点病院やへき地診療所による医療提
供体制の確保など、関係機関相互の連携により適切な医療
サービス等の提供体制の構築が必要。

○ へき地診療所数の増加（R5.3：103か所）
○ 巡回診療、医師派遣等の支援のいずれかを実施する
へき地医療拠点病院数の増加（R4.1：９か所）

〇 へき地診療所の施設・設備の整備費や運営費、へき地
医療拠点病院が行うへき地医療支援活動に対する支援。

○ 医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師
派遣、自治医科大学卒業医師や地域枠医師の配置、ドク
ターバンク事業、緊急臨時的医師派遣事業等により、常
勤医、代診医の確保。

〇 北海道へき地医療支援機構は、北海道地域医師連携支
援センターとのより緊密な連携を進め、へき地医療体制
の確保に向けた総合的な企画・調整を行う。

北海道

へき地診療所等

遠隔医療代診医等派遣巡回診療

社会医療法人

民間医療機関

○過疎地域医療機関
への医師派遣

○へき地診療所への
医師・代診医派遣

医育大学

○医師の養成
○過疎地域医療機関へ
の医師派遣

へき地医療支援機構
○へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効

率的に実施するための企画・調整を行う

患者輸送車

へき地医療拠点病院
○無医地区等への巡回診療
○へき地診療所等への代診医等の派遣
○へき地医療従事者に対する研修実施
○へき地診療所の各種診療支援

無医地区、無歯科医地区
準無医地区、準無歯科医地区

市町村

○へき地における
保健指導

北海道地域医療
振興財団

ドクターバン
ク事業

北海道病院協会

緊急臨時的医師
派遣事業

地域医師連携支援センター

○医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア
形成と一体的に医師不足病院の支援等を行う

■地域医療支援センター（３医育大学に設置）
医師確保が困難な地域への医師派遣

■地域枠制度の運営
北海道医師養成確保修学資金の貸付けを受けた医
師を一定期間地域の医療機関に配置

地方・地域センター病院

○地域の医療機関への医師等の派遣
○外部に開放した研修会等の開催
○医療機器の共同利用
○地域医療支援室の設置
○救急医療体制への参加

北海道医療対策協議会

北海道総合保健医療協議会
地域医療専門委員会

へ き 地 医 療 連 携 体 制

■自治医科大学卒業医師の配置

19



第３章第11節 周産期医療体制

周産期医療連携体制

【分娩の取扱】

総合周産期母子医療センター
（高度・専門的な周産期医療の提供）

地域周産期母子医療センター
（専門的な周産期医療の提供）

一般の周産期母子医療施設
（正常分娩に対応する施設）

【対応が難しい新生児】

特定機能周産期母子医療センター
【北海道立子ども総合医療・療育センター】
（ハイリスクの胎児や新生児に対応する周産期
医療の提供）

【協力支援機関】

三医育大学

第三次
医療圏

第二次
医療圏

救急搬送
コーディネーター

応需確認
受入要請

相
談

【療養・療育支援】
地域療育支援施設
日中一時支援施設
訪問看護事業所

受

診

救
急
搬
送
要
請

救
急
隊

連

携

退
院
支
援

在
宅
支
援

妊産婦・新生児 長期療養児

現状・課題

主な施策

主な指標

産科医師の不足等により、分娩を取り扱う「病院・診療
所」は減少傾向にあるが、妊産婦が安心して子どもを産み
育てることができるよう、総合及び地域周産期母子医療セ
ンターを中心として、医療機関間、医療圏間の連携を図り、
地域における周産期医療体制を確保することが必要。

○ 分娩を取り扱う医療機関数の増加
（R5 15～49歳女性10万人対：7.6か所）

○ 新生児死亡率、周産期死亡率、妊産婦死亡率の減少

〇 医育大学と連携し、産科医師を重点的に確保するなど
して周産期母子医療センター等の機能を維持強化。

〇 地域における関係機関の情報共有や周産期救急搬送
コーディネーター等を活用することにより、救急搬送体
制を確保。

〇 ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院、在宅への
円滑な移行等を促進。
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第３章第12節 小児医療体制（小児救急医療を含む）

現状・課題

主な施策

主な指標

疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小
児医療から高度・専門医療及び初期救急医療から三次救急
医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図るとともに、
急性期を経過した小児患者を地域で受け入れられるよう、
医療機関の機能に応じた連携体制の構築が必要。

○ 小児医療を行う医師数の増加
（R2小児人口1万人対：16.3人）

○ 乳児死亡率の減少
（R4出生数千人対：2.2）

〇 小児救急電話相談事業や救急医療情報システムによ
る相談支援体制の充実。

〇 小児科以外の医師等を対象とした小児救急医療地域
研修の実施による一般小児医療等を担う体制の確保。

〇 第二次医療圏ごとに小児医療の中核的な医療機関
（北海道小児地域医療センター、北海道小児地域支援
病院）を確保。
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第３章第13節 在宅医療の提供体制

現状・課題

主な指標

長期にわたる療養や介護を必要とする患者が、住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、在宅医療を担う
人材を育成するとともに、多職種の連携により、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、看取りまで継続した在宅
医療提供体制を構築することが必要。

○ 在宅医療において積極的役割を担う医療機関のある在宅医療圏数の増加（目標値：３９在宅医療圏）
○ 在宅死亡率の増加（目標値：全国平均以上）

主な施策

○ 在宅医療における必要な医療機能の確保・
強化に向けて、包括的かつ継続的な在宅医療
の提供体制を構築するための連携調整を行う
「在宅医療に必要な連携の拠点」について、
各在宅医療圏における整備を進める。

○ 道民に対し、在宅医療に関する情報提供を
行うとともに、日頃から、急変時や人生の最
終段階における医療についてどう考えるか、
患者本人や患者の大切な存在である家族、医
療従事者等が繰り返し話し合う人生会議（Ａ
ＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）の
取組の普及啓発に努める。
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